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東京イタリア人女性協会・お茶の水女子大学・イタリア文化会館共催  

日伊女性国際会議「女性と社会 日本とイタリア」についての報告 

 生活科学部助教授 小谷 眞男 
  

2006 年 11 月 23 日から 26 日にかけてイタリア文化会館（東京・九段）にて開催された標記の会議に企画段階

から関わり、全プログラムに参加した。 
 この会議の目的は、両国の女性をめぐる状況について多角的な比較検討をおこなうことによって、お互いの文

化と社会をより深く認識するための第一歩とすることにある。 
 一日め（23 日）は、主催三団体の代表者による簡単な挨拶ののち、職場でのmobbing をテーマにした F.コメン

チーニ監督作品「ママは負けない（Mi piace lavorare：直訳は「私は働くことが好きだ」）」（2004 年）が上映され、

次いで同作品についてのパネル・ディスカッションが行われた。会場を埋め尽くした満員の聴衆に、渥美雅子弁

護士が日本の職場で女性が直面している諸問題をユーモアたっぷりに解説し、ジェノヴァ大学のG.デ・シモーネ

教授がこれに応じてイタリア労働法の背景を専門家として紹介した。また十文字学園女子大学の松本侑壬子教授

は本作品を内外の映画史と関連づけて論じ、日本の映画人たちが目指すべき方向性を示唆した。 
 二日め（25 日）は、冒頭に駐日イタリア大使、扇千景参議院議長の挨拶があり、続けて東京イタリア人女性協

会のA.チェネリーニ・ボーヴァ（大使夫人）と本学の羽入佐和子副学長が、それぞれイタリアと日本の女性を取

り巻く状況を統計的に概観し、会議全体への問題提起をおこなった（詳しくは羽入副学長の報告を参照）。 
 第一部は小谷の司会のもとで、トリーノ大学のC.サラチェーノ教授、本学の石井クンツ昌子教授が、両国の女

性の生活について詳細な家族社会学的分析をおこない、円より子参議院議員が歴史的概観をおこなった（詳しく

は石井教授の報告を参照）。 
 第二部では、本学の篠塚英子教授のコーディネートにより両国を代表する女性デザイナーである R.Missoni 氏
と森英恵氏がお互いの職業的生涯についてスライドなどを交えて語り合った（詳しくは篠塚教授の報告を参照）。 
 昼食休憩を挟んで、午後の第三部では、両国の法律家 4 名が女性の労働や家族に関わる法および政策上の諸問

題について専門的な知見を披瀝しながら議論し、密度の高い意見交換をおこなった。最後に、サラチェーノ教授

と羽入副学長の司会で全パネリストによるラウンドテーブル形式の総括討議がおこなわれ、政策の次元と個々人

の意識の問題を区別したうえで統合的に考えていくべきことが確認された。 
 三日め（26 日）は、本学の菅聡子助教授（当時）などの司会で日伊作家対談がおこなわれ、女性と男性の相互

理解成立の可能性が問われた。この問いかけが、会議全体を締めくくる発言となった（詳しくは菅教授の報告を

参照）。 
 
 
 
 

日伊会議 

女性と社会 － 日本とイタリア：女性の状況に関するデータ報告 － 概要 

文教育学部教授  羽入 佐和子 
 
本稿は、シンポジウムでの議論に先立って指摘された両国の「合計特殊出生率」、「女性の高学歴化」、「労働環

境」などの概略である。 
１）イタリアの状況は、イタリア夫人協会のANNA CENERINI BOVA（イタリア大使夫人）によって、中央統

計局 2004－2005 年発表のデータを基に報告された。 
合計特殊出生率は、1995 年以降上昇に転じ 2004 年には 1.33 まで上昇した。また、女性の高学歴化が進み、大
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学進学率、成績、文化活動への参加率は男性を上回り、女性管理職も増加傾向にあるものの、他方、有期労働、

パートタイム労働が急増している。これは、家庭生活とのバランスの問題なのか、それとも労働市場の問題なの

か検討の必要がある。 
２）日本の状況は、主に内閣府男女共同参画局編『少子化と男女共同参画に関する社会環境の国際比較報告』

平成 17 年（2005 年）9 月に基づいて羽入が紹介した。 
合計特殊出生率と一人当たりGDP（国内総生産）の相関は、GDP が 1 万ドル以上の国では出生率がほぼ 2.0 を

下回っていて、この点で日本はイタリアと同様に低く、出生率と女性労働力率の相関も低い。この相関は国際的

には、1985 年を境に負から正に変化したが、両国が今後正の相関に転換するには何が必要か検討の余地がある。 
「短時間就業者割合」「合計特殊出生率」「合計特殊出生率と女性労働力率の国際的位置」「女性の高学歴化」の

点で、日本とイタリアの女性を取り巻く社会的状況は類似している。しかし、「賃金格差の解消度」はイタリアが

国際的に上位に位置しているのに対して日本の解消度は低い。また、「幸福感（「全体的にいって、今幸せ」とい

える者の割合）」はイタリアより日本のほうが少し高く、その理由が何かも興味深い。 
 両国の状況を比較するには数値だけでなく、それぞれの文化的背景を考慮すべきであり、その点で今回のシン

ポジウムが、映画、企業経営、教育、文学、社会学など多面的に論じられたのはきわめて貴重な試みであったと

いえよう。 
 
 


